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〔要　　　旨〕

１　09年度の日本経済は景気の悪化が見込まれ，特に，07年度までの景気回復局面において
も回復ペースが相対的に鈍かった地方経済においては，経済活動の水準が低い状況からの
悪化であり，今後の動向が懸念される。農業経営については，高騰していた燃料・資材価
格が下落に転じたことで，交易条件悪化は止まろうが，景気の悪化が農産物価格にも下押
し圧力になろうから，交易条件の改善は緩やかなものになるとみられる。

２　家計の金融資産については，市場性金融商品から預貯金への資金シフトとみられる動き
によって，定期性預金の伸び率が高まっており，預かり資産残高の大きい国内銀行で資金
シフトの影響が大きくなっているとみられる。09年度にも安全資産志向が続くとみられる
が，資金シフトの影響は徐々に薄まり，預貯金残高前年比増加率の業態間の差は縮小する
方向にあろう。一方，金融不安から，家計が金融機関の安全性を重視する割合も高まりつ
つあり，金融機関間の預け替えといった事態も考えられよう。利下げによりゼロ金利が再
現されるような事態になれば，定期性預金の伸びが鈍化し，流動性預金に待機性資金が積
み上がったり，また一部には，割安感のある市場性金融商品を買い増すなど，家計の金融
資産の動きが活発化する可能性がある。

３　農業所得，農外所得の所得環境は，いずれも厳しいものになることが見込まれ，財源面
からは09年度の農協貯金の伸びは鈍化の方向にあろう。農協貯金の増加財源としては引き
続き他金融機関からの預け替えや，年金の占める割合が高いと思われる。年金相談会の実
施など年金受給者へのきめ細やかなサービスによる年金振込口座の増加等，利用者基盤の
拡大に資する取組みが引き続き重要であろう。

４　住宅ローンについては，公的金融機関の住宅貸付を代替し，業態に関わらず民間金融機
関の残高が増加してきた。しかし，景気悪化により個人の資金需要が鈍るなかで，今後は
業態ごとに住宅ローン残高の増減に相違がみられるだろう。一方，地公体貸付では，地公
体の資金調達先が政府資金から民間資金へとシフトしてきており，09年度も「地方向け財
政融資資金の繰上償還にかかる補償金免除」が継続実施されることから，地公体貸付の残
高は伸長するだろう。

５　農協貸出金の前年比増加率は，住宅ローンと地公体貸付に支えられて，08年度には上昇
傾向で推移し，08年９月末で2.4％となっている。住宅ローンについては，金利先高感の
後退のなかで，変動金利型や固定期間選択型商品など当面の金利負担が少ない住宅ローン
商品での競争が強まるとみられる。地公体貸付については，地公体において政府資金から
民間資金への借換えが進むことにより，全体としては残高が伸長するとみられる。

2009年度の組合金融の展望



ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

農林金融2009・1
17 - 17

本稿では，組合金融を取り巻く今後の環

境を整理したうえで，農協信用事業の主な

利用者である個人の金融動向等を踏まえ，

09年度の組合金融を展望する。

米国サブプライムローン問題を端緒とし

た世界的金融不安は，08年９月のリーマン

ショックを経て，より深刻なものとなった。

09年度の日本経済は景気の低迷が続き，回

復は2010年度以降へ持ち越される見込みで

ある。
（注１）

特に地方経済は，07年夏までの景気の回

復局面においても，回復ペースが遅かった

地域も多く，今回の景気の悪化は経済活動

の水準（投資，消費等）が低い状況からの

ものとなるため，マクロ的な景気以上に今

後の動向が懸念される。

景気下振れリスクの高まりと，国際協調

利下げの枠組みのなかで，日銀は08年10月

31日の金融政策決定会合において0.2％の

利下げを決定した。

金融機関経営の悪化もはっきりとしてき

た。大手行６グループの08年度中間決算も，

連結最終利益が前年同期比６割減の4,010

億円となった。また，上場地銀全行で中間

決算の最終損益が下方修正され，２割強が

中間赤字に転落した。不良債権処理費用の

増加や，株価下落による保有株式等の評価

損の拡大がその要因である。

09年度の組合金融を展望する上でのポイ

ントとしては，このような景気悪化の影響

に加え，金融政策や追加経済対策の影響，

農業を取り巻く情勢などが挙げられよう。

景気悪化に関しては，貯貸業務の両方で

農協信用事業への逆風となることは言うま

でもない。

また，先行き国内景気の一層の悪化によ
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り，再利下げも考えられ，仮にゼロ金利の

再現という事態になれば，そのことが個人

の金融行動や金融機関経営に影響を及ぼそ

う。

そして，追加経済対策においては，生活

支援定額給付金の交付や，住宅ローン減税

拡充の影響が注目される。

与党が08年度中の交付を目指す総額２兆

円の定額給付金に関しては，仮に99年度の

地域振興券（交付額6,193億円）と同様に６

割強が貯蓄にまわされるとすれば，
（注２）

給付金

が振り込まれる預貯金口座に１兆２千億円

程度が滞留する可能性がある。それにより，

09年度中の家計の預金残高はその分下支え

されるだろう。

一方，09年度税制改正で予定されている

住宅ローン減税の拡充により住宅投資が促

進されれば，住宅ローン増加要因にはなろ

うが，預貯金を取り崩す動きにつながるこ

とにもなる。

農業をめぐる情勢については，07～08年

には原油・飼料用穀物価格高騰が農業生産

資材価格を上昇させ，農業の交易条件が悪

化したが，直近ではそれらの価格は下落に

転じており，交易条件の悪化は一段落する

とみられる（第１図）。しかし，景気の悪

化は農産物価格にも下押し圧力となるか

ら，農業の交易条件は，悪化が止まったと

しても，改善ペースは緩やかなものになる

と見込まれる。
（注１）詳しくは，本誌別稿「2008年度の内外経済
金融の展望」を参照。

（注２）99年度の地域振興券は，振興券の交付を受
けた世帯のうち約９千世帯を対象に旧経済企画
庁が実施したアンケート調査によると，６割強
が貯蓄に回されたとされる。

（１） 概況

日銀の「資金循環統計」によると，家計

の金融資産残高は，08年９月末の速報値で

1,467.0兆円（前年同期比△5.2％）となった。

05年夏以降の株価上昇に連動して増加幅が

拡大してきた家計の金融資産は，07年度下

期以降，株価低迷により残高減少が著しい。

家計の金融資産残高のうち，市場性金融商

品の価格変化分が中心である調整勘定を除

いた分は，前年同期比で0.6％増である。

07年９月末の前年比増加率1.5％から0.9ポ

イント低下し，９四半期ぶりの低い増加率

となっている。

現金・預金残高は，07年３月末以降，７

四半期連続で前年比増加している。家計の

預金残高は，07年６月末以降前年比プラス

に転じ，徐々に増加幅を拡大させている

（第２図）。とりわけ06年下期以降の金利上

昇を受けて，残高が増加した定期性預金は，

08年９月末には前年比1.5％の増加となり，

流動性預金の伸びを上回った。また外貨預

金は，残高が4.8兆円と少ないものの円高
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資料　農林水産省ホームページ 
（注）　０５年を１００としている。 
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第1図　農産物価指数の推移 
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（農業生産資材総合） 

交易条件 

農産物価格指数 
（農産物総合） 

２　家計の金融資産の動向
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により前年比14.2％の増加と，高い増加率

になっている。

一方，投資信託（以下「投信」という）

の残高は株価低迷により08年９月末は前年

比△19.1％と大幅な減少となっている。投

資信託協会によると，株式投信以外の投信

では08年９月までに資金流入額（設定額－

解約額－償還額）がマイナスとなっている。

また，それまではプラスを維持していた株

式投信も同年10月には資金流入額が△

3,626億円となるなど，残高だけでなく資

金流入額がマイナスになりつつある。

07年９月施行の金融商品取引法による市

場性金融商品販売への負の影響は一服した

とみられる。しかし，家計は金融不安を背

景に資産保有における安全性志向を強めて

おり，引き続き「貯蓄から投資へ」の流れ

は緩やかなものとなるだろう。

09年度の家計の金融資産については，市

場性金融商品の価格動向の影響が大きい

が，所得環境悪化もあり，残高は横ばい圏

内での推移が見込まれる。また預貯金など

の安全資産志向も続くとみられる。ただし，

ゼロ金利政策再実施となれば，定期性預金

への選好が弱まり，待機性資金として流動

性預金の伸びが高くなったり，一部に割安

感を伴った市場性金融商品を買い増す動き

が生ずるなど，個人の金融資産の動きが活

発化する可能性がある。

（２） 個人預貯金

07年度以降の預貯金の前年比増加率を業

態別にみると（第３図），各業態とも流動

性預貯金の増加率が低下し，定期性預貯金

の増加率が上昇している。定期性預貯金の

増加率の水準は，08年９月末現在で国内銀

行，信金，農協の順になっている。業態ご

との投信預かり資産残高（2008年11月10日

付『ニッキン投信年金情報』）は，国内銀行，

信金，農協の順であるから，預かり資産残

高が多い業態ほど，投信等市場性金融商品

から定期預貯金へのシフトも多くなったと

推察される。

ただし，市場性金融商品から預貯金への

シフトは，07年下期以降既に一定程度生じ

たとみられ，また市場性金融商品のうちに

は相場変動の影響を受けにくい長期保有分

もあろう。それらを考慮すれば，資金シフ

トの影響による業態間の定期預貯金増加率

の差は徐々に縮小していくと考えられる。
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資料　日銀「資金循環統計」 
（注）　０８年９月末は速報値。 
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第2図　家計の預金残高の前年比増減額 
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資料　農協残高試算表, 日銀ホームページ  
（注）１　国内銀行, 信金は平残, 農協は末残。  

２　農協のデータは一般貯金（貯金計から公金貯金と金融機関貯
金を引いたもの）を用いている。 
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第3図　業態別の種類別個人預貯金の前年比増加率 

農協 
（流動性） 

農協（定期性） 



ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

１千万円未満の中口定期貯金と１千万円以

上の大口定期貯金の前年比増加額が大きく

なっている。この間，公金貯金の前年比増

加額は最大で0.1兆円増（07年３月末）であ

り，0.5兆円ペースで増加している大口定

期貯金は，個人貯金の増加であるといえ

る。

特徴的なのは大口定期貯金の前年比増加

が１年以上続いていることであり，これは

01年12月に大口定期貯金の増加率がマイナ

スに転じて以来みられなかった動きで，今

後の動向が注目される。
（注４）

農協貯金増加の財源について，07年度末

における貯金の前年比増加額に占める財源

別の割合を，当総研が実施している「農協

信用事業動向調査」からみると，「他金融

機関からの預け替え」が，06年度からは割

合が上昇し07年度は29.9％と，財源割合の

第一位になった。
（注５）

「他金融機関からの預け

替え」と同程度の割合となっているのが，

「年金」（24.2％）である。米価等農産物価

格の低迷のなかで，他金融機関からの預け

替えや年金収入は，農協貯金増加の財源と

して相対的に重要度が高まっている。

これまでの他機関からの預け替えの中心

農林金融2009・1
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その他，個人預貯金残高拡大の要因とし

て，ゆうちょ銀行からの預け替えや，07年

度以降における団塊世代の退職金流入が挙

げられ，これらについてもその動向が注目

される。

また，家計の資産保有に関する安全性志

向の強まりを背景に，金融機関の健全性が

注目される可能性もある。金融広報中央委

員会が行う「家計の金融行動に関する世論

調査」において，金融商品の選択基準とし

て最重視する項目に関する設問で，「取扱

金融機関が信用できる」の回答者割合（預

貯金口座を保有する世帯のうち）は，06年度

の15.6％に対し，米国サブプライムローン

問題が顕在化した後の07年度は
（注３）

18.1％，08

年度は17.0％と上昇に転じた。金融機関経

営の動向にもよろうが，その健全性につい

ても，注目度が高まる可能性もある。
（注３）当調査の調査時期は６月が定例であるが，
平成19年度調査のみ調査方法・設問設計の一部
見直し作業の実施に伴い，調査時期が例年に比
べ約４か月遅い11月となった。

（１） 貯金の概況

農協貯金の前年比増加率は08年１月に

2.5％に達した後，直近までは２％台前半

で推移している。ゼロ金利政策解除後の06

年下期以降，定期貯金の伸びとともに農協

貯金残高は拡大してきた。

金額帯別に定期貯金の前年比増減額をみ

たのが第４図である。06年度下期以降の増

加額拡大期には，金額帯別には300万円～

３　農協貯金

資料　農協残高試算表 
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第4図　農協の定期貯金の金額帯別前年比増減額 
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は，年間10兆円ペースで続いてきたゆうち

ょ銀行からの貯金流出であると考えられ

る。97年以降の金融不安の際に預け入れら

れた定額貯金の満期到来は今後も続き，預

け替えによる貯金流出も一定程度はあろ

う。ただし，ゆうちょ銀行は定期性貯金の

キャンペーンを行い，また00年度から07年

度までは10兆円ペースで推移してきた貯金

の前年比減少額を08年度は４兆円程度に縮

小させる見通しを出している。加えてゆう

ちょ銀行は普通貯金限度額の撤廃の早期実

現に動いていることもあり，ゆうちょ銀行

からの預け替えに関しては，残高拡大要因

としての期待が薄れる可能性もある。

年金指定口座の獲得に関しては，07年度

以降の団塊世代の退職に対応し，他業態は

推進体制を強化している。農協でも，年金

相談サービスとしての年金記録の確認やも

らい忘れ年金の掘り起こしなどの取組み

が，利用者から高い評価を受けている。ま

た，農協のなかには，年金専任担当者を配

置し，年金無料相談会や個別訪問等により，

年金振込口座の獲得に努めているケースも

ある。団塊世代対応を含めた，利用者基盤

拡充の取組みは，今後とも重要度が高いと

いえる。

利用者基盤拡充につながるものとして，

組合員の事業利用に応じてJAカードにポ

イントが貯まり，貯まったポイントが航空

会社のマイルなど外部の提携先のポイント

と交換できる総合ポイント制が現在一部の

農協で実施されている。全国版のポイント

システムが09年４月から稼動し，今後徐々

に総合ポイント制を実施する農協が広がっ

ていこう。このような農協の総合事業を活

かした取組みも重要であろう。
（注４）くわしくは「2007年度の農協金融の回顧」
『農林金融』11月号，47～49頁。

（注５）「農協信用事業動向調査」とは当総研が資
金観測農協を対象に年２回実施しているアンケ
ート調査である。本年度第１回調査は370農協を
対象に実施した。なお，同調査の結果について
は，一瀬裕一郎（2008）を参照。

（２） 09年度の見通し

09年度の農協貯金を展望すれば，農業収

入，農外収入を含め，貯金財源という面で

は厳しいものが見込まれ，それは農協貯金

の伸びを抑える方向に作用しよう。ただし，

定額給付金の交付は一時的には貯金の増加

率を高める可能性がある。

09年度においても引き続き，年金や他金

融機関からの預け替えが農協貯金残高の動

向を左右しよう。

また，利下げによって，ゼロ金利の状態

が再現されれば，定期性貯金と流動性貯金

との金利差の縮小から，定期性貯金の伸び

の鈍化という状態も考えられる。

農協における公金貯金残高は前年比増加

傾向が続いており，08年８月末は0.5％の

前年比増加率となっている。ただし，今後

は景気悪化により，法人関係二税や住民税

など歳入の４割を占める地方税税収が減少

し，地方財政の逼迫が懸念される。また前

回の景気悪化期においては，地方公共団体

（以下「地公体」という）の積立金（ここで

は歳出決算積立金と歳計剰余金処分積立金の

合計）の積立額を，取り崩し額が上回って

いた（02年度，総務省『地方財政白書』）。今

農林金融2009・1
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ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

回も積立金において同様の動向がみられる

ならば，農協の公金貯金残高にも負の影響

があると思われる。

（１） 貸出金の概況

主要銀行による主体別資金需要判断をみ

ると（第５図），企業向けの資金需要DIは

08年にプラスからマイナスに転じており，

09年も企業向けの資金需要は減少するとみ

られる。07年８月に顕在化したサブプライ

ムローン問題に端を発する金融の混乱が，

実体経済に対して負の影響を及ぼしつつあ

る。景気の悪化が次第に明確になるなかで，

企業は設備投資を抑制しつつあり，企業向

け資金需要が減少しているとみられる。

個人向けの資金需要DIは，企業向けと

同様に，06年のピーク以降低下しており，

直近ではマイナスとなっている。それを裏

付けるように，日銀の「資金循環統計」に

よると，家計部門への貸出金の前年比増加

率は08年にはマイナスで推移している。景

気の減速による可処分所得の伸び悩みによ

り，住宅を買い控える動きがみられ，住宅

ローン需要が減退している。また，改正貸

金業法に基づく総量規制の導入などによ

り，消費者信用でも資金需要が乏しくなっ

ている。

一方，地公体向けの資金需要DIは，企

業向けや個人向けとは異なり，08年に大き

く低下したものの，プラスを維持している。

財政融資資金など地公体向けの政府資金が

農林金融2009・1
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縮小しており，地公体が資金調達先を政府

資金から民間資金へとシフトさせているこ

とによるとみられる。後で触れるように，

07年度から09年度までの期間限定措置であ

る「地方向け財政融資資金の繰上償還にか

かる補償金免除（以下「補償金免除繰上償還」

という）」
（注６）

も，地公体の資金調達における

公から民へのシフトの流れを加速させてい

る。

以下では，個人向け貸出金において最も

大きな割合を占める住宅ローンと，09年度

にも残高を伸ばす余地があるとみられる地

公体貸付，および他業態の参入が増加して

いる農業資金について詳しくみる。

（注６）「地方向け財政融資資金の繰上償還にかか
る補償金免除」とは，地公体の財政負担を軽く
することを目的として，徹底した行政改革・経
営改革の実施等を条件に，補償金なしでの公的
融資の繰上返済を認めた07年度から09年度まで
の３ヵ年限定の特例措置である。特例措置を利
用するには，「抜本的な行政改革・事業見直しが
行われること」等の４条件を満たすことが必要
となる。

見
通
し 

〈
↑
増
加
　
　
減
少
↓
〉 

資料　日銀「主要銀行貸出動向アンケート調査」          
（注）１　主要銀行（５０行）の融資担当者に対して, 企業や個人等の

借手側の過去３か月の資金需要に対する見方を選択肢で設
問している。見通しのみ, 今後３か月の資金需要の見方を示
す。          
２　資金需要判断Ｄ．Ｉ．＝（「増加」とした回答金融機関構成比＋
０．５×「やや増加」とした回答金融機関構成比）―（「減少」と
した回答金融機関構成比＋０．５×「やや減少」とした回答金融
機関構成比）   

４０ 
（DI, ％ポイント） 

２０ 
３０ 

１０ 
０ 

△１０ 
△２０ 
△３０ 
００ 
年 
０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ ０７ ０８ ０９ 

第5図　主体別資金需要判断の推移 

個人向け 

企業向け 

地公体向け 

４　他業態貸出金の動向
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（２） 住宅貸付

07年度の新設住宅着工戸数は103.5万戸

となっており，前年度の128.5万戸を19.4％

下回った。耐震偽装事件を受けて，マンシ

ョン等の建築確認検査の厳格化を盛込んだ

改正建築基準法が07年６月施行され，住宅

着工戸数が落ち込んだことによる。

金融機関の住宅貸付を日銀の「資金循環

統計」でみると（第６図），公的金融機関

では，前年比増加率のマイナス推移が続き，

08年９月末には△8.1％となっている。一

方，民間金融機関では，07年３月末に

3.4％であった前年比増加率が08年９月末

には2.8％（速報値）へと低下している。

ただし，業態によって住宅貸付の前年比

増加率の推移に違いがみられる（第７図）。

国内銀行の前年比増加率は，07年３月末の

2.5％から08年９月末の4.3％へと上昇して

いる。一方で，信金，信組，労金など中小

企業金融機関の前年比増加率は，07年３月

末の2.2％から08年９月末の1.5％へと低下

している。また，ファイナンス会社や特別

目的会社（SPC）からなるノンバンクの前

年比増加率は，07年３月末の20.4％から07

年度下期に急低下し，08年９月末には△

8.8％となっている。

住宅ローンについては，公的金融機関の

住宅貸付を代替して，業態に関わらず遍く

民間金融機関が住宅ローン残高を増加させ

た時期は過ぎ，限られたパイを業態間で奪

い合う時期に入っている。業態間の住宅ロ

ーンを巡る競争がより厳しくなるなかで，

国内銀行が他業態に対して優位に立ちつつ

あるとみられる。ただし，すべての国内銀

行が他業態に対して優位に立っているわけ

ではなく，地域によって差異があることに

留意が必要である。

09年度には金利先高感が後退するなか

で，フラット35に代表される長期固定金利

型の住宅ローンよりも直近の金利が低い変

動金利型や固定期間選択型の住宅ローンに

おいて競争が強まると考えられる。競争が

激しさを増す住宅ローンにおいては，利用

者ニーズに合致した商品を揃え，業者営業

農林金融2009・1
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資料　日銀「資金循環統計」 
（注）　０８年９月末の数値は速報値。 
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第6図　家計部門への貸出金の前年比増加率 
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資料　日銀「資金循環統計」 
（注）１　中小企業金融機関は信金, 信組, 労金およびそれぞれの中

央機関。 
２　０８年９月末の数値は速報値。 
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（％） 
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第7図　業態別にみた民間住宅貸付の 
前年比増加率の推移  
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国内銀行 

中小企業金融機関 
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利６％以上の資金（約1.3兆円）について，

10年３月には金利５％以上の資金（約0.6兆

円）について補償金免除繰上償還が実施さ

れる。したがって，今後も繰上償還に伴い

地公体借入金の政府資金から民間資金への

借換えが生じるとみられ，09年度において

も民間金融機関の地公体貸付が伸長してい

くとみられる。

ただし，従来は信用リスクが小さいとみ

られていた地公体貸付であるが，08年秋公

表の財政健全化基準によれば，地公体によ

る財政状態の差異は大きい。地公体貸付に

ついては金利リスクだけでなく信用リスク

も考慮に入れた対応が求められている。そ
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などで商品性をアピールしていくことが重

要となろう。

また，09年度の住宅ローンに影響を及ぼ

す要因として，下落しつつある地価や住宅

価格とともに，過去最大規模となる方向で

検討が進んでいる住宅ローン減税の効果に

も目を配る必要があろう。

（３） 地公体貸付

民間金融機関において，企業向けや個人

向けの貸出金が伸び悩むなかで，残高が増

加している貸出先の一つに地方公共団体が

ある。01年の財政投融資改革以降に財政投

融資資金の縮小を受けて，地公体が資金調

達先を公的機関から民間金融機関へとシフ

トさせてきたことが背景にある。

地方債引受額の資金別割合をみると，政

府資金や公庫資金による引受割合が低下す

る一方で，市場公募資金やその他民間資金

による引受割合が上昇しており，地公体の

地方債による資金調達は公から民へとシフ

トしてきている（第１表）。

地方債だけでなく地公体の借入金におい

ても借入先が公から民へとシフトしている

が，その流れに拍車をかける補償金免除繰

上償還が07年度から実施されている。その

影響により，08年３月末の地公体貸付の前

年比増加額と前年比増加率は，国内銀行，

信金ともに，07年３月末と比較して増加・

上昇している（第８図）。

なお，08年３月には金利７％以上の財政

融資資金（約1.3兆円）について補償金免除

繰上償還が実施されたが，09年３月には金

（単位　兆円，％）

実
　
額 

構
成
比 

　　　計 

政府資金 
公庫資金 
市場公募資金 
その他民間資金 

　　　計 

政府資金 
公庫資金 
市場公募資金 
その他民間資金 

資料　総務省「地方債計画の概要」（各年版） 

第1表　地方債計画額の推移 

０３ 
年度 ０４ ０５ ０６ ０７ ０８ 

１８．５ 

７．７ 
１．８ 
２．４ 
６．６ 

１００．０ 

４１．６ 
９．６ 
１３．０ 
３５．８ 

１７．５ 

５．６ 
１．６ 
３．２ 
７．１ 

１００．０ 

３２．０ 
９．２ 
１８．１ 
４０．７ 

１５．５ 

４．７ 
１．５ 
３．３ 
６．０ 

１００．０ 

３０．４ 
９．９ 
２１．２ 
３８．５ 

１３．９ 

３．９ 
１．４ 
３．５ 
５．２ 

１００．０ 

２７．６ 
１０．１ 
２５．１ 
３７．２ 

１２．５ 

３．３ 
１．４ 
３．４ 
４．５ 

１００．０ 

２６．２ 
１０．８ 
２７．２ 
３５．８ 

１２．５ 

３．２ 
０．２ 
３．４ 
４．５ 

１００．０ 

２６．０ 
１．７ 
２７．２ 
３６．１ 

国内銀行前年比増加額 

信用金庫前年比増加額 

資料　日銀ホームページ「貸出先別貸出金」 
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（％） 

２．０ ２０ 
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第8図　業態別にみた地公体貸付の 
　　前年比増加額と増加率 

信用金庫前年比増加率 
（右目盛） 

国内銀行前年比増加率 
（右目盛） 

０７年 
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・ 
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業経営基盤強化資金（以下「Ｌ資金」とい

う）の業態別融資実行状況をみると，07年

度の合計額1,000億円のうちJAバンク以外

の民間金融機関は140億円程度に留まって

いる（第９図）。他業態民間金融機関は規

模拡大意欲のある農業法人などに対象を限

定して，短期の運転資金を融資していると

みられる。

（１） 貸出金の概況

農協残高試算表によると，06年度に上昇

してきた農協貸出金（公庫・共済・金融機

関貸付を除く）の前年比増加率は，07年３

月末の2.3％をピークとして07年末にかけ

て低下した。その後，08年に入って再び上

昇し，08年９月末には2.4％となっている。

当総研が08年６月に実施した「農協信用

事業動向調査」の結果から農協貸出金を用

途別にみると（第２表），08年３月末の前

年比増加率は県市町村・公社公団貸付（以

下「地公体貸付」という）が17.7％，自己居
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のため，各行の地公体貸付に対するスタン

スにも温度差が生じている。

（４） 農業資金

農業貸出について（株）日本政策金融公庫

（以下「政策公庫」という）と業務協力を締

結し，協調融資を行う他業態民間金融機関

が増加しており，08年９月末で200機関

（JAバンクの36機関を含む）となっている。

ただし，代表的な長期農業資金である農

資料　農林漁業金融公庫『業務統計年報』各年版 
（注）　（　）内の数字はシェア。 

１００ 
（十億円） 
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８０ 

７０ 

６０ 

５０ 
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１０ 

０ 
００年度 

第9図　L資金の業態別融資状況（実行額） 
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２１ 
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（３６．０） 

３２ 
（５２．７） 

３１ 
（５１．３） 
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（４４．８） 
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２３ 
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４５ 
（４５．０） 

４１ 
（４１．２） 

１５ 
（２６．１） 

３７ 
（６３．６） 

５　農協貸出金

前年比増加率 

０８年３月末 

残高 
構成比 

（単位　％） 

自己居住用住宅資金 
賃貸住宅等建設資金 
県市町村・公社公団貸付 
農外事業資金 
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第2表　農協貸出金の用途別残高の増加率推移 
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住用住宅資金（以下「住宅ローン」という）

が8.5％となっており，両者が農協貸出金

の増加を牽引している。賃貸住宅等建設資

金では，07年３月末にいったんプラスとな

った前年比増加率が，08年３月末には再び

マイナスとなっている。生活資金（住宅ロ

ーン以外），農外事業資金，農業資金では，

前年比増加率はマイナスでの推移が続いて

いる。

以下では，農協貸出金の増加を牽引して

いる住宅ローンおよび地公体貸付と，政策

公庫と提携した民間金融機関の参入が相次

ぎ，農協系統との競争が激しさを増しつつ

ある農業資金について詳しくみる。

（２） 住宅貸付

農協残高試算表から住宅ローンの残高と

前年比増加率の月次推移をみると，残高は

直近まで積み上がり続けている。一方，前

年比増加率は07年３月末の12.0％をピーク

として以降低下し，08年度には５％台で推

移している（第10図）。

前年比増加率が低下している背景の一つ

には，07年３月末の長期固定金利型から全

期間金利優遇型へのJAバンク統一商品切

替に伴い生じた駆け込み需要の残高押上げ

分が剥落したことがあるとみられる。

先にみたように，民間金融機関の住宅ロ

ーンにおいては国内銀行が優位に立ちつつ

あり，09年度には顧客獲得をめぐる業態間

の競争が激しさを増すとみられる。農協に

おいても，従前と同様に住宅ローンを伸長

させることは難しくなろうから，09年度に

おいて住宅ローンの増加率は鈍化の方向と

なろう。ただし，都道府県によって住宅ロ

ーンの増加率には差異がみられることに留

意する必要がある。

また，切替前のJAバンク統一商品が長

期固定金利型の商品であったことから，09

年度には金利が低下すれば，変動金利型や

固定期間選択型の商品への借換提案が他行

から増えることもあるだろう。したがって，

競合する他行の動向に目を配りつつ，業者

営業専任担当者の配置やローンセンターの

整備による業者営業の強化が引き続き重要

となろう。

（３） 地公体貸付

農協における地公体貸付の前年比増加率

はかつて他業態より低い水準で推移してい

たが，近年急速に上昇し06年度以降には他

業態と同水準となった（第11図）。

先にみたように，01年の財政投融資改革

以降に財政投融資資金が縮小しており，07

年度地方債計画では郵便貯金資金および簡

易生命保険資金による新規引受額がゼロと
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なった。地方債の引受に占める政府資金の

割合が低下している一方で，市場公募債や

縁故債など民間資金の割合が高まってい

る。農協系統では，市町村縁故債の引受額

シェアが01年度の16 .6％から近年では

23.7％へと上昇している（第12図）。また，

07年度には補償金免除繰上償還が実施さ

れ，地公体が政府資金を民間資金へ借り換

えたことも，農協の地公体貸付の伸び率の

上昇に寄与している。09年度も補償金免除

繰上償還が実施されることから，他業態と

同様に農協においても地公体貸付が伸長す

るとみられる。

個人向け貸出金が伸び悩むなかで，地公

体貸付伸長への期待が高まっていることは

確かだが，地公体貸付は低金利の長期貸出

となることが多い。それゆえ，地公体貸付

については貸出条件とALMを照らし合わ

せながら，金利リスクを考慮しつつ対応し

ていく必要がある。また，地公体の信用リ

スクも勘案した上で対応することが求めら

れよう。

（４） 農業資金

農協における農業資金の前年比増加率

は，農業産出額が減少して，組合員の資金

需要が乏しいことから，マイナスでの推移

が続いているが，農協系統は農業資金にお

いて依然確固たる地位を占めている。

例えば，Ｌ資金の実行額は，前掲の第９

図に示したように，認定農業者向けの無利

子化措置の影響もあって，07年度には前年

度比190億円増の410億円となっている。

金融危機のあおりを受けた原油や穀物価

格の大幅な変動が肥料や飼料等の農業生産

資材価格にも反映され，生産コストが上昇

する等，農業経営環境は不安定な状況に

ある。
（注７）

厳しい経営環境にある組合員農家を

支援するため，全農をはじめ農協において

も独自の対策が打ち出されている。そのよ

うな流れのなかで，農協系統は組合員農家

を金融面から支援するため，運転資金の利

農林金融2009・1
27 - 27

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

資料　農協残高試算表, 日銀ホームページ 

２５ 
（％） 

２０ 

１５ 

１０ 

５ 

△５ 

△１０ 

０ 

第11図　地方公共団体貸付の 
　　　　　前年比増加率の推移 

信金 

国内銀行 

農協 

００ 
年 
３月末 

９ ０１ 
・ 
３ 
９ ０２ 
・ 
３ 
９ ０３ 
・ 
３ 
９ ０４ 
・ 
３ 
９ ０５ 
・ 
３ 
９ ０６ 
・ 
３ 
９ ０７ 
・ 
３ 
９ ０８ 
・ 
３ 

資料　地方債協会「地方債統計年報」        
（注）１　都道府県および市町村等以外にも指定都市の地方債引受

金（０６年で５，９２２億円）がある。　        
２　地方債の発行形式は証券と証書があり, ０６年では前者が
３２．１％, 後者が６７．９％となっている。なお, 本図には一時借
入金は含まない。 
３　市町村等には特別区を含む。　        
４　その他銀行は長期信用銀行と信託銀行。その他金融機関
は損保・生保, 共済, 労金等。 

１００ 
（％） 

８０ 

６０ 

４０ 

２０ 

０ 
０１年度 
＜都道府県＞ 

第12図　都道府県および市町村等の 
　　　　　　 地方債引受資金の業態別シェア 

信金信組 

地銀 

その他 
金融機関 

第二地銀 

都銀 

その他 
銀行 

農協系統 

０６ 
＜市町村等＞ 
０１ ０６ 

５０．０ 

７．１ 

７．１ 
６．１ 
４．０ 

５．６ 
１．６ 
４．６ 
５．０ 
４．０ 

３．２ 

２２．４ 

２．９兆円 ３．９兆円 １．４兆円 １．８兆円 

１３．９ 

６５．４ 

１１．５ 

３１．８ 

２０．２ 

１６．６ 

１３．８ 

３７．８ 

１８．８ 

２３．７ 

７．１ 

４．２ 

８．５ 

６．１ 



用者に対する利子助成事業を08年11月に開

始した（09年６月まで受付予定）。この事業

では，組合員農家に対して貸付残高の

0.5％を助成することにより，農業経営や

農業生産基盤の安定に資することを意図し

ている。

また，07年に設立したJAバンクアグ

リ・エコサポート基金では，農業振興に貢

献するため，「JAバンクアグリサポート事

業」として利子助成事業を展開している。

農業や地域社会に貢献する取組みを行って

いる農業の担い手等に対して，07年度に総

額１億3,300万円の助成金を交付した。今

後は助成対象や支援策の拡大が検討されて

いる。厳しい環境が続く農家経営に対して

は，農協系統全体で支援を強化しつつあり，

信用事業もその一端を担っていく必要があ

ろう。
（注７）若林（2008）を参照。

以上述べてきたように，景気の後退感が

強まるなかで，09年度の農協信用事業をと

りまく環境は厳しさを増すとみられる。景

気の悪化は，農協貯金残高の伸びを鈍化さ

せるだけでなく，農協貸出金の与信費用を

増加させる要因となるなど，運用・調達両

面で農協信用事業に対して，マイナスの要

因になろう。

農協では組合員の世代交代等による農協

離れを防ぐべく，利用者基盤の拡充に取り

組んできた。今後とも，農協にとって新規

の利用者を獲得することが大切なのは言う

までもない。しかし，景気が後退し，他業

態との競争が激化するなかで，既存の利用

者を農協につなぎとめ，更に農協利用の拡

充を図ることも重要な課題となるだろう。

また，地域社会の疲弊が深刻化するなか

で，農協利用者に対するきめ細かい金融サ

ービスの提供を通じて，農業のみならず地

域社会の維持・発展に貢献していくことが

農協信用事業に求められていよう。

農協信用事業を取り巻く環境は当面厳し

いが，厳しいなかでこそ，地域密着性，利

益優先でない事業活動，民主的組織運営な

ど，協同組合金融機関の特性を発揮してい

くことが必要であろう。それらを地域にア

ピールし，農協信用事業への理解を広めて

いくことも，重要な課題となるのではない

かと考えられる。
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